








































  時  間： 2010 年 1 月 19 日(火) 16：30－18：00  
  場  所： 京都大学吉田キャンパス・法経済学部東館 3階第 311 教室 
 報 告 者： ヤルナゾフ（京都大学経済学研究科講師） 
テ ー マ： 「東欧諸国におけるグローバルな金融危機の影響」 
 
注：本研究会は原則として授業期間中の毎月第３火曜日に行います。2009 年度における開催(予定)日は以下の通りです。 
 前期： 4 月 21 日（火）、 5 月 19 日（火）、 6 月 16 日（火）、7月 21 日（火） 






















【日時】2010 年 1 月 22 日（金） 14:30～17:45 （終了後レセプション予定）  







開会挨拶：三好 博昭（同志社大学 技術･企業･国際競争力研究センター ディレクター） 
 






朱 昊（上海市総合交通規画研究所智能中心センター長）  
 
後半：16 時 15 分－17 時 45 分 
１）効率的な道路交通のための料金政策 
文 世一（京都大学大学院経済学研究科教授） 
２）安全 ITS 技術とその普及のための政策 
紀伊 雅敦（香川大学工学部安全システム建設工学科准教授) 




閉会挨拶：塩地 洋（京都大学大学院経済学研究科教授）  
 
【お問合せ】 同志社大学 技術・企業・国際競争力研究センター（ITEC） 





 21．DEC ．０９ 
美朋有限公司董事長 
   中小企業家同友会上海倶楽部代表 
上海センター外部研究員  小島正憲 





































































決は難しいと、私は感じた。                           
その後、また本工場周辺に戻って、ウィグル族従業員の痕跡や玩具工場の
発展状況を調べてみることにした。６月に来たときには、工場前の建物の１階
に数件のスーパーまがいの店と屋台があるだけだったが、今ではそこは立派                                       



















への進出は、地価や人件費が沿岸部よりも低いことを狙って、コストの削減を目  ≪韶関市の開発区の看板≫ 























                                                      








































読後雑感 ： ０９年１１月発行本 － その１ 
 21．DEC ．０９ 
美朋有限公司董事長 
   中小企業家同友会上海倶楽部代表 
上海センター外部研究員  小島正憲 
 
１．「ロスチャイルドと共産中国が２０１２年、世界マネー覇権を共有する」   ２．「『中国なし』で生活できるか」 
３．「米中同盟で使い捨てにされる日本」  ４．「中国人に売る時代！」  
 
























２．「『中国なし』で生活できるか」  丸川知雄著  PHP 研究所刊  ２００９年１１月３０日発行 

























































































              京都大学経済学研究科ポスドク 厳成男 
 





























































































2005 年 10.4  12.9 1.8 27.2 1020 28.4 17.6 0.8 ▲0.5 17.6 9.3 
2006 年 11.6  13.7 1.5 24.3 1775 27.2 19.9 ▲5.7 4.5 15.7 15.7 
2007 年 13.0 18.5 16.8 4.8 25.8 2618 25.7 20.8 ▲8.7 18.7 16.7 16.1 
2008 年 9.0 12.9 21.6 5.9 26.1 2955 17.2 18.5 ▲27.4 23.6 17.8 15.9 
  1 月   21.2 7.1  194 26.5 27.6 ▲13.4 109.8 18.9 16.7 
 2 月  (15.4) 19.1 8.7 (24.3) 82 6.3 35.6 ▲38.0 38.3 17.4 15.7 
 3 月 10.6 17.8 21.5 8.3 27.3 131 30.3 24.9 ▲28.1 39.6 16.2 14.8 
 4 月  15.7 22.0 8.5 25.4 164 21.8 26.8 ▲16.7 52.7 16.9 14.7 
 5 月  16.0 21.6 7.7 25.4 198 28.2 40.7 ▲11.0 38.0 18.0 14.9 
 6 月 10.4 16.0 23.0 7.1 29.5 207 17.2 31.4 ▲27.2 14.6 17.3 14.1 
 7 月  14.7 23.3 6.3 29.2 252 26.7 33.7 ▲22.2 38.5 16.3 14.6 
 8 月  12.8 23.2 4.9 28.1 289 21.0 23.0 ▲39.5 39.7 15.9 14.3 
 9 月 9.9 11.4 23.2 4.6 29.0 294 21.4 21.2 ▲40.3 26.0 15.2 14.5 
10 月  8.2 22.0 4.0 24.4 353 19.0 15.4 ▲26.1 ▲0.8 15.0 14.6 
11 月  5.4 20.8 2.4 23.8 402 ▲2.2 ▲18.0 ▲38.3 ▲36.5 14.7 13.2 
12 月 9.0 5.7 19.0 1.2 22.3 390 ▲2.8 ▲21.3 ▲25.8 ▲5.7 17.8 15.9 
2009 年             
1 月    1.0  391 ▲17.5 ▲43.1 ▲48.7 ▲32.7 18.7 18.6 
2 月  （3.8） (15.2) ▲1.6 (26.5) 48 ▲25.7 ▲24.1 ▲13.0 ▲15.8 20.5 24.2 
3 月 6.1 8.3 14.7 ▲1.2 30.3 186 ▲17.1 ▲25.1 ▲30.4 ▲9.5 25.5 29.8 
4 月  7.3 14.8 ▲1.5 30.5 131 ▲22.6 ▲23.0 ▲33.6 ▲20.0 25.9 27.1 
5 月  8.9 15.2 ▲1.4 (32.9) 134 ▲22.4 ▲25.2 ▲32.0 ▲17.8 25.7 28.0 
6 月 7.9 10.7 15.0 ▲1.7 35.3 83 ▲21.4 ▲13.2 ▲3.8 ▲6.8 28.5 31.9 
7 月  10.8 15.2 ▲1.8 (32.9) 106 ▲23.0 ▲14.9 ▲21.4 ▲35.7 28.4 38.6 
8 月  12.3 15.4 ▲1.2 (33.0) 157 ▲23.4 ▲17.0 ▲2.05 7.0 28.5 31.6 
9 月 8.9 13.9 15.5 ▲0.8 (33.4) 129 ▲15.2 ▲3.5 10.6 18.9 29.3 31.7 
10 月  16.1 16.2 ▲0.5 (33.1) 240 ▲13.8 ▲6.4 ▲6.2 5.7 29.5 31.7 
11 月  19.2 15.8 0.6 (32.1) 191 ▲1.2 26.7 10.0 32.0 29.6 34.8 
 
注：1.①「実質 GDP 増加率」は前年同期（四半期）比、その他の増加率はいずれも前年同月比である。 
2.中国では、旧正月休みは年によって月が変わるため、１月と 2月の前年同月比は比較できない場合があるので注意 
されたい。また、(  )内の数字は 1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。 
  3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に
対応している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の 86%（2007 年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの
貿易である。⑨と⑩は実施ベースである。 
出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。 
